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まえがき
　サッチャリズム（Thatcherism）は，現代のイギリス経済に大きなインパクトを与えたのは周知の
ところである。それは，彼女が第2次大戦以後彼女が政権を担当するまでの経済政策のスタンスとは
まったく異なるものを提示し，実行したからである。
　サッチャリズム以前の経済に対する考え方，政策を総称するならば，それをバッケリズム（Buts－
kellism）と呼びうる。　rrバッケル氏（Mr．　Butskell）』は，実際の経済問題において，保守党と労働党
との問でほとんど選択の余地がないという見解を象徴していた（1）」のである。
　1950年ゲイッケル（H．Gaitskell）は，クリップス（Sir　Stafford　Cripps）の後を引き継いで労働党
政権のもとで大蔵大臣に就任した。’そして，翌年の総選挙で保守党が政権を担当することになったの
であるが，バトラー（R．AButler）が蔵相に任命された。しかし，この二大政党間の政権交替は，急
激な政策変更をもたらすものではなかった。
　政治的な側面からみれば，保守，労働両党に対する国民の支持は，ほぼ相半ばするものであったか
らである。すなわち1950年の選挙では労働党が約1，330万票，保守党が約1，250万票を獲得した。1951
年の選挙では保守党が下院における議席数で労働党のそれを17上回ったものの，総得票数では労働党
が約1，390万票，保守党が1，370万票であった。このような状況のもとでは，どちらが政権政党になっ
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たとしても，野党の支持票を無視した政策を実行するのは，困難なことであったと思われる。
　だが，これだけの理由でrバッケル氏』が出現したわけではない。本稿の目的は，その根底にある
ものを明らかにし，『バッケル氏』がどのようなプロセスをたどったかを明らかにすることである。
1　公的介入の論拠
　第2次大戦末期にチャーチル（W．Churchill）を首班とする連立内閣がr雇用政策白書（White
Paper　on　Employment　Policy）』を発表し，そのなかで「高度で安定した雇用水準の維持」を政府の目
標ならびに責任とすると宣言したことは，あまりにも有名である（2）。このことは，高い生活水準のも
とで完全雇用を達成し，高い生産力を維持しつつあらゆる国民の生活を保障しようということを意味
していた。いいかえれば，福祉国家の建設を企図していたものといえよう（3）。
　そのための一般的な条件として，r白書』はつぎのことを明らかにしている。（1）財・サービスに対す
る総支出の減退により失業が増大するのをふせぐこと，（2）物価と賃金の安定を維持すること，（3）地域
別に，そして職場別に必要な労働量が確保されることの三つである（4）。
　『白書』のこのような提言は，戦後のイギリス政府の経済政策の基本的なスタンスを示したもので
ある。そして，そこにケインズ（J．M．Keynes）の影響があることは否定しえないであろう．
　ケインズはr自由放任の終焉（The　End　of　Laissez－Faire）』〈1926）において，市場経済システムに
内在する不安定性に関するかれのヴィジョンともいうべきものを示した。
　自由放任に象徴される市場経済システムは，かれによれば，つぎのようなものである。「経済学者た
ちはまず初めに，正しい方向に動いた個人は，競争の結果，誤った方向に動いた個人を圧倒すること
になるといった仕方で，試行錯誤の方法によって，諸個人が相互に独立に行動することをつうじて，
生産的資源の理想的配分がもたらされるというような状態を想定してきた。このことは，自分の資本
あるいは労働を誤った方面に投入した人々を憐れんだり，弁護すべきではないということを意味して
いる。それは，効率の劣るものは破棄させられて，そのかわりにもっとも効率的なものが選択される
という苛酷な生存競争によって，利潤をあげうるうえでもっとも大きな成功を収めた人々のみを第一
位の座にもっていく方法である（5）。」
　さらに，かれはいう。「個々人が各自の経済活動において，永年の慣行によって公認されたr自然的
自由』を所有しているというのは本当ではない。……世界は，私的利益と社会的利益とがつねに一致
するように，天上から統治されてはいない（6）。」
　かれは，このように自由放任の経済システムがうまく機能しないというヴィジョンを提示したので
ある。その理由としてつぎの三つの例を明らかにしているc7）。その第1は，「危険と不確実性と無
知」の存在である。富の分配のはなはだしい不平等は，不確実や無知につけこんで利益をえた結果で
あり，失業，事業上の期待の破綻，生産の減退などもそれらの要因によるものである。第2は，「貯蓄
と投資」に関するものである。社会全体としての望ましい貯蓄の規模やその貯蓄のうちで海外投資に
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ふり向けられる規模，また投資市場組織が国家的な見地から生産的な経路に沿って貯蓄を配分するこ
となどに関して，何らかの調整が必要である。貯蓄と投資の調整は，私的判断と私的利潤の自然な成
行きに委ねるべきではない。第3は，「人口」に関するものである。各国とも適切な人口規模につい
て，十分に考え抜かれた国家的政策を必要とする時代が到達している。
　ケインズは，以上に述べたような三つの例を示して，自由放任の経済システムはそれだけではうま
く機能しえないとしたのである。したがって，現代資本主義の運営技術を可能なかぎり改善するため
には，集団行動が要求されることになる。しかし，「このような改善のなかには，私〔ケインズ〕から
見て資本主義の本質的特徴と思われるもの　　すなわち，経済機構の主要な推進力として，個人の金
儲け本能および貨幣愛本能に依存しているという点　　と決定的に矛盾するようなものは，何もな
い（8）」と，かれは述べている。
　このことから明らかなように，ケインズは市場経済システムそのものを否定したのではなく，それ
が安定的に存立するに必要な条件を考察していたのである。その条件とは集団行動，いいかえれぽ公
的介入である。しかし，政府が市場システムに介入するにあたって，「なすべきこと（Agenda）」と
「なすべからざること（Non　Agenda）」とを区別しなけれぽならないとしたのである（9）。
　市場システムとそれに対する公的介入のケイソズのヴィジョンは，後に『雇用，利子および貨幣の
一般理論（The　General　Theory　of　Employment，　Interest　and　Money）』として具体化されたのは，周
知のところである。
　ケインズのこのような考えは，今日，自由集団主義（liberal　collectivism）と呼ばれている（1°）。すな
わち，市場経済の秩序維持にとって経済的不安定や貧困は機能障害となり，これらの放棄は公的介入
なしには達成されえないとするのが，それである。経済的不安定の象徴とみなされた失業は，ケイン
ズによれば，資本蓄積あるいは利潤率の低下よりも，むしろ投資誘因に関する心理的な問題によって
ひき起こされる。そのため，投資の社会化という形での公的介入が提言され，これが後に需要管理と
いう形をとるのである。
　ベヴァリッジ（WBeverldge）にも簡単に言及しておこう。かれの立場もまた，自由集団主義のカテ
ゴリーに入れることができる。かれによれば，貧困は所得分配の基本的な不公平よりも，むしろ稼得
の中断という問題によってひき起こされるのである。そして，すべての労働者を貧困線にまで引き上
げるべく，フラット・レートの社会保険を提案したのである。この社会保険基金は，一定率以下の失
業率（ベヴァリッジは戦後の失業率が8．5パーセントと仮定）のもとでバランスするとされた。いいか
えれば，完全雇用が達成されている状況のもとで，社会保障計画は有効に機能するとされたのであ
る。この点で，ベヴァリッジはケインズと軌を一にする。
　ケインズとべヴァリッジのこうした考え方が，バッケリズムの根底をなしたのである。
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2　ゲイッケルとバトラーの結合
　1945年以降1979年のサッチャー政権の成立まで，イギリスの歴代政府の政策立案者は完全雇用の維
持，生活水準の改善，そして福祉国家の建設という目標を掲げていた。これは，バッケル的ないし集
団主義的な合意を示すものである。「ある意味では，新しい国家は社会的平和，資源の完全雇用，およ
び国内市場の拡大というコストを表わしていた。いまや，政府は経済問題においてr国益』を形成す
る責任をもち，その政策によって完全雇用ばかりでなく，安定的な物価，経済成長および貿易余剰を
も促進するようになった㈹」と考えられたのである。
　政府はいずれの政党によるものであれ，経済問題を強調するのにイデオロギー的であることが少な
くなり，共通の経済目標を追求しようとした（12）。
　1945年に労働党が政権を担当した理由は，イギリス国民が完全雇用の実現，無料の医療サービス，
年金の改善など福祉国家の時代の到来を希求していることにあるとみなされた。このこととの関連
で，保守党は従来のイメージを変えるべく，自由放任の経済学との決別を余儀なくされたのである。
このような状況を背景にして，保守党内部において「進歩派（progressive）」が勢力を得ていくのであ
るが，そのなかの一人がバトラーであった。
　バトラーの主張は，つぎの三点に要約できよう（13）。第1に，保守党は使用者，労働組合双方の意見
を聞きながら経済政策を形成すべきである。第2に，福祉に対する公的措置は保守党の伝統に属する
ものであり，工場法，公衆保健法，教育改革などによりまず介入したのは保守党であることを，国民
に対して明らかにすべきである。第3に，r雇用政策白書』の高度の安定した雇用という公約の実現に
対して，保守党もプライオリティを与えるべきである。この主張は，保守党が有効需要に影響を及ぼ
そうとする介入主義者になるべきことを意味していたといえる。このようなバトラーの主張は，直ち
に保守党全体に浸透したわけではないが，少なくとも党指導部はこれを受け容れたのである㈹。
　「イギリスにおける経済政策の遂行は，少なくとも30年間にわたって合意の政治の出現を反映して
いたという命題は，労働党および保守党双方の間でケインズ的思考を受け容れる方向にシフトがあっ
たという議論によって，基礎を与えられてきた。……ケインズ経済学は政府に，いっそうの社会正義
を創出する手段として，そしてまた需要および経済管理に影響を及ぼす方法として，予算を低所得グ
ループに所得を再分配するためにいかに利用するかを示した㈲」のである。
　1945年に政権の座についた労働党において，ゲイッケルは1950年蔵相に就任したのであるが，朝鮮
戦争による物価上昇が国際収支を悪化させ，他方で軍備を拡張するため，政府は予算を膨張させざる
をえなかった。しかし，1951－52年予算は，公共支出削減と直接税，間接税増税とを組み合わせたも
のとなった。これは部分的にケインズ主義に依拠していたといえよう。しかし，この段階では安定を
目標とする需要管理は完全な形をとっていなかったし，フィスカル・ポリシーは第二i義的な役割を果
たしたにすぎなかった㈹。
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　1951年の選挙で労働党から保守党への政権交代が生じたが，バトラーはこの時蔵相に就任した。保
守党は，基本的には，経済運営に関して労働党と同じアプローチを採用したのである。混合経済と需
要水準をコントロールする政策手段の利用に関して，幅広い合意が形成されたといえる。さきの労働
党内閣と異なったところは，政権担当の数年間にわたって，原材料，輸入品の直接的な統制や消費財
の割当て制を漸次的に緩和するということであった。ところが，この直接的な統制の緩和は，需要管
理の中心的な手段をフィスカル・ポリシーに求めさせるという効果をもったのである。
3　バッケリズムの展開
　フィスカル・ポリシーの手段として，理論的には財政収入あるいは支出を操作することが考えられ
る。しかし，1970年代までは，財政支出が裁量的に操作されることは少なかったように思われる。そ
の焦点は租税サイドに向けられ，直接税，間接税がしばしば変更されてきた（17）。また，耐久財の賦払
購入条件の変更も，需要管理の手段として利用された。耐久財需要を増減させるのに有効であると考
えられたからである。しかし，『ラドクリフ報告（Radcliffe　Report（18））』が明らかにしたように，需要
管理の手段としての利子率の効果は，不確実なものとみなされた側面も否定できない。
　それはともかく，これらの手段を利用しながら歴代の政府は，マクロ経済管理におけるディレンマ
に取り組まなければならなかったのである。すなわち，そのディレンマとは高水準の国内需要および
資源利用の維持と固定為替レートのもとでの国際収支の管理とを，調和させねばならないということ
である。
　このディレンマは，いわゆる「ストップ・ゴー政策」となってあらわれた。経済活動の水準を維持
するか，あるいは上昇させることを目的とした国内需要の拡大は，所得と物価を上昇させた。また，
国内需要の拡大は，国際収支の経常勘定に赤字を生み出す傾向にあった。この場合，固定為替レート
のもとで，イングランド銀行はその外貨準備から海外へより多くの支払いを，提供しなけれぽならな
かった。そして，外貨準備が早いテンポで流れ出るとき，政策の転換を余儀なくされたのである。こ
うたケースは，1952，1955，1957，1961，1966年にみられた。
　その一例をとりあげよう。バトラーは，朝鮮戦争終了後に景気後退が始じまったので，1953－54年
予算で，需要拡大を目指して減税をし，1952年に廃止された投資控除制度を復活させた。翌年に景気
回復の兆しがみえ，さらに1955－56年予算でいっそうの減税を行うことが明らかにされた。しかし，
この間国際収支は悪化しつつあった　．そこで金融の引締め措置がとられ，財政面では秋季補正予算
で増税されることとなったのである。同じようなサイクルは1958－60年にも繰り返されている。
　1960年代の初めになると，ストップ・ゴー政策は，拡張から収縮へ，あるいは収縮から拡張へと揺
れ動くので，不十分な効果しかもちえないのではないかという疑念が生じた。しかしながら，需要管
理の原理それ自体は，それでも広く受け容られていた。必要なものはコントロールのより多くの要
具，より良い手段であると考えられたのである（’9）。そのような考えの一環としてとして，1961年にレ
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ギュレーター（regulator）が導入された。これはフォームユラ・フレキシビリティの一つの形態とい
ってよいであろう。大蔵大臣が消費財に対する仕入税を状況に応じて，10パーセントの範囲内で税率
を変更するというものであった。
　財政支出は，さきに述べたように，カウンター・シイクリカルに決定されることが少なかったよう
に思われる。これは，年々の支出計画は費目ごとに関係省庁によって作られるが，関係省庁は全体的
な政府支出計画の一部としてよりも，独自の計画を立てるという制度的な要因に依存するところが大
きい。1961年に発表されたrプラウデン報告（Plowden　Report（2°））』は，公共支出決定の分権的なプ
ロセスに対して，批判的な見解を示したのである。
　このr報告』は，全体としての公共支出計画は4，5年先まで予想したサーヴェイに基礎をおくべ
きであり，また予想経済成長率に関連づけられるべきことを主張した。また，それは公共支出の節約
や公共サービスの効率化を促進するためには，支出計画はストップ・ゴー政策の変化に左右されるべ
きではないことも強調さた。こうした勧告に基づいて設置されたのが公共支出調査委員会（Public
Expenditure　Survey　Committee）であった。
　1960年代は，他の先進諸国との比較において，イギリスで経済成長率に関心がもたれた時期でも
あった。同時に，インフレーションに対する関心も高まった。経済成長とインフレに対する関心が，
経済計画と所得政策の試みを導き出すことになった。
　1964年に労働党が政権を担当することになったが，ストップ・ゴー政策にはいくらか距離をおき，
完全雇用と結びついた実質所得の急速な増加を達成，維持することを目標として掲げた。この目標
は，それまでの保守党政権のそれとほとんど変わるところはない。1962－64年にかけてモードリング
（R．Maudling）は，持続的な成長を目標として掲げていたのである。労働党内閣は，1964年から70年
まで年々の経済成長率を4パーセントとするターゲットを明らかにした。しかしながら，当時は，そ
のターゲットを達成するための有効な手段は見い出されなかった。他方，インフレ対策としての所得
政策も所期の効果をもったかどうかに関して疑念が残るのである。
　国際収支の基本的な問題も解決されていなかった。国際収支は，「ゴー」の局面において悪化するの
がつねであった。うえに述べたモードリングの持続的な成長という意図は，持続的な国際収支赤字と
いう結果を生じてしまったのである。
　したがって，労働党内閣は国際収支改善のために，直接的な手段を採らざるをえなかった。輸入品
に対する15パーセントの課徴金，公定歩合の5パーセントから7パーセントへの引上げ，資本移動に
対する制限，海外旅行者の外貨持出しを50ポンドに制限することなどが，それである。国内需要抑制
のための財政措置は，1965年からとられることになり，1966－67年予算はいっそう緊縮的になった。
この予算で，需要抑制と産業構造の転換をねらって，選択的雇用税（selective　employment　tax）が導
入された（2’）。財政政策による引締めにもかかわらず，この年は外貨危機に陥ったのである。財政支出
は急速に増大し，所得政策は十分な効果をもちえず，輸出のパフォーマンスは悪化するという状況に
あった。
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　このため，政府は1967年11月に平価切下げにふきみらざるをえなかったのである。その後，2，3
年間は拡張的な財政政策に戻ることはなかった。ユ970年6月の総選挙で労働党にかわって保守党が政
権を担当することになったのであるが，それまでの引締め政策の効果もあって，この時期に国際収支
は黒字に転じたのである。
　1962年一66年の好，不況のサイクルは，1972－76年にも繰り返されることになる。保守党蔵相バー
バー（A．Barber）の名にちなんだバーバ・ブームはまさしくインフレ的ブームともいうべきもので
あった。1972－73年予算が拡張的な効果をねらったのは，失業者が戦後はじめて100万人をこえたこ
とに対応するものであった。金融政策もまた，1971年に導入された「競争および信用統制（Competi－
tion　and　Credit　Control）」により，拡張的であった。1972－73年に産出高は，短期的であるが，急速
に増大した。しかし実質投資はほとんど不変であり，失業はわずかに減少しただけであった。このこ
とは，インフレが加速化したことを意味するのは明らかであろう。その後政権を担当した労働党は，
うえに述べた事情のもとで，成長と雇用を維持しようと試みた。しかし，結局のところ，イソフレの
進行と為替レートの急激な低下のために，引締め政策へと転換せざるをえなかった。
　1972－74年のバーバー・ブームは，財政金融の過度に急速な拡張によるものであり，それはまた世
界経済の景気上昇と一致していた。したがって，バーバーの政策はタイミングとしては悪すぎたこと
が，広く認められたところである。
　その後のスタグフレーションは，第1次石油危機と世界的な景気後退とは無関係ではなかった。こ
の時期の需要管理は，それがスタグフレーションを生じた原因であるというよりも，むしろ，価格期
待の積上げをもたらすものであったという観点から批判されたように思われる。価格期待の積上げ
は，過度のインフレ，あるいは失業を伴わずに，外生的なショックに対処することをいっそう困難に
したと考えられるからである（22）。
4　バッケリズムの衰退
　1974－79の時期は，ケインジアン的な需要管理に対する信頼が大きく揺らいだ時期である。労働党
政府が直面した経済の諸問題は，手に負えないようなものであった。1974には，国際収支赤字は30億
ポンドをこえ，輸入価格は年率60パーセントも上昇し，交易条件は1年で20パーセントも悪化し，公
共部門赤字は30億ポンドに達した。インフレは加速化し，失業は増大し，そして賃金稼得者はいっそ
うの賃金引上げを要求するという状況であった㈹。
　このような状況の原因を分析したもののなかで，当時説得力をもったのは，ベーコン（R．Bacon）
およびエルティス（W．Eltis）流の資源クラウディング・アウト論であったように思われる。すなわ
ち，公共部門それ自体を拡大させる形での公的介入がなされたという観点から，「非市場支出の増大
は二種類の逆の効果を生じた　　増税は賃金インフレを加速化し投資を抑制した。投資の減少は経済
の成長率の低下をもたらし，それはいっそうの冗員を生じた（24）」というのが，それである。
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　公共部門の拡大は，相対的に低い生産性および非効率性の領域により多くの資源を吸収することを・
意味するというのが，かれらのクラウディング・アウト論である。労働党政府もかれらの主張に影響
されたといえよう。政府は，公共支出の削減を通じて輸出と投資に資源をふり向けようとし，そのた
めにまず公共部門借入必要額（Public　Sector　Borrowing　Requirement）を減少させようとしたのであ
る。
　1960年代の後半から，経済不安定の主要因は私的部門にあるのではなくて，政府それ自体にあるの
ではないか，そしてそれは予算政策のあり方にかなり結びついているのではないかと考えられてき
た。こうした見解は，ニュー・ケンブリッジ，マネタリスト双方の学派によって展開された。　ニュ
ー・ Pンブリッジは修正されたケインジアンである。かれらは私的部門の貯蓄は相対的に安定的であ
るとみなす。したがって，財政赤字はほとんど国際収支赤字に反映されるとする立場である。マネタ
リストは貨幣ストックとインフレーションの関係を強調する。両派は，雇用を安定化させようとする
政府の試みが経済のパフォーマンスを悪化させたと考えている点では，共通しているかもしれない。
しかし，さきに述べたように，マネタリストの影響がいっそう強く，労働党政府も政策形成に部分的
ではるが，その考えをとり入れたのである。
　労働党政府lg　，中期的には公共部門借入必要額を圧縮しようと意図していた。しかしながら，1974
－75年予算では失業の減少を目指して公共支出を増大させた。そのため借入必要額は増大せざるをえ
なかった。当初の見通しでは，借入必要額は1974－75年に27．3億ポンド，1975－76年に90．6億ポン
ド，1976－77年に119．6億ポンドであったが，実績は1974－75年に76億ポンド，1975－76年に107．7億
ポンドに達した。したがって，1976－1977年の見通しは実現不可能という疑いの目でみられていた。
しかし，実績は見通しを下回って88．2億ポンドであった。
　このようなことになったのには，二つの理由が考えられる。その一つは，公共支出増大のほとんど
の部分と公共部門借入必要額の過少見積りのほとんどの部分は，私的部門よりも速い公共部門の価格
上昇をも含む急速なインフレから生じたということである。1972－73年と1975－76年との間における
公共支出の増加は，名目値では273億ポンドであったが，1977年価格で表現すればそれは70億ポンド
であったのである。第二の理由は，キャッシュ・リミットの導入である。これは1974－75年に計画さ
れ，1976－77年に実施された。キャッシュ・リミットは政府が考えていた以上にデフレ的であっ
た（26）。
　労働党政府の最初の2年間においては，金融政策も拡張的な効果をねらっていた。最低貸出レート
（minimum　lending　rate）Vま13パーセントから1975年4月に9．75パーセントに引き下げられ，10月には
12パーセソトに引き上げられたものの，1976年3月には9パーセントに引き下げられた。しか・し，外
貨危機に対応するため国際通貨基金から借款をした。そのため国際通貨基金の監視のもとで，マネー
・サプライ（M3）のコソトロールをせざるをえなくなったのである。
　1976年から79年までは，労働党政府は公共支出の削減と所得政策とを結合する形で，インフレを抑
制しようとした。その間失業者は増大を続け，1974年に65万人であったものが，1978年には150万人を
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こえるほどになった。失業者が100万人の大台をこえたのは，1945年以降はじめてのことであった。
　この時期は，ケインジアンの影響が政策形成の面で下り坂であった。首相キャラバン（J．Callaghan），
蔵相ヒーリー（D．Healey）ともにマネー・サプライトのコントロールを通じて，インフレをコント
ロールしなければならなかったのである。「労働党政府の数年間は，バッケリズムの終焉と労働党蔵
相デニス・ヒーリーおよびサッチャー政府の最初の保守党蔵相ジョフリー・ハウ（Geoffrey　Howe）
によって展開されたような新しいマネタリストのコンセンサスと次第に結びつくようになったのであ
る（2T）。」
むすびにかえて
　1970年代，とくにその後半はバッケル的な合意がくずれていく過程であった。それは，ケインズ的
な合意の崩壊を意味している。
　ケインズ，さらにはべヴァリッジが展開した自由集団主義は，経済的な側面のみならず政治的な側
面にも深く関連している。しかし，ケインズ的な合意は経済政策に限定されてきたように思われる。
フィスカル・ポリシーとファイン・チュニングを基準にしてケインズ主義を定義し，政治的ケインズ
主義には十分な考慮がなされてこなかったように思われる。
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